
令和３年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業実績及び効果検証について

（単位：千円）

No. 事業名称 事業概要 総事業費 交付金充当額 事業期間 事業効果 所管課

1
調布っ子応援プロジェクト・子育て

家庭への生活支援事業

新型コロナウイルスの感染症の影響が長期化する中

で，子育て家庭の支援と子どもたちの健やかな成長

を支援するため，高校3年生世代以下全員に「調布っ

子応援プロジェクト商品券」を発送するもの

251,942 211,242 R3.4～R4.2

コロナ禍における子育て家庭の生活負担軽減に寄与し

た。

・発送世帯数　24,070世帯　・発送枚数　480,940枚

・商品券利用枚数　460,945枚

・利用金額　230,473千円

子ども政策課

2
キャッシュレス決済ポイント還元・

プレミアム付商品券事業

（キャッシュレス決済ポイント還元事業）

調布市商工会等と連携し，市内中小規模の対象店舗

で，キャッシュレス決済サービス「ＰａｙＰａｙ」

を利用した場合に，決済額の最大２０％がポイント

で戻ってくるキャンペーンを実施することにより，

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた，市民生

活への支援と併せ，市内消費喚起による事業者の支

援及び地域経済の回復，活性化へつなげるもの

（プレミアム付商品券事業（第１弾））

調布市商工会等と連携し，市内事業所で利用可能な

商品券（購入額に対し２０％のプレミアムを付加）

を発行することにより，新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた，市民生活への支援と併せ，市内消

費喚起による事業者の支援及び地域経済の回復，活

性化へつなげるもの

1,144,152 188,388 R3.4～R4.3

キャッシュレス決済サービスに係る利用可能店舗向け

に実施したアンケートでは，5割の店舗から売上げが

あがったと回答があった。また，商品券事業と併せて

実施することで，利用者層拡大に繋がるなど，市内店

舗の売上げ向上及び市民の生活負担軽減に寄与した。

※プレミアム付商品券事業に係るアンケートは第2弾

と併せて実施したためNo.6に後掲

（キャッシュレス決済ポイント還元事業）

・対象店舗数　約1,500店

・決済総額　878,942千円

・ポイント付与総額　162,268千円

（プレミアム付商品券事業（第１弾））

・登録店舗数　1,220店　・発行総額　912,144千円

・換金額　905,161千円　・換金率　99.2％

産業振興課

3
新型コロナウイルスワクチン接種に

係るタクシー利用券配付事業

移動支援事業として，新型コロナウイルスワクチン

を接種した６５歳以上の方が安心・安全に帰宅でき

るよう，接種日の帰宅時に限り利用可能な上限１，

０００円分のタクシー券を市内の集団接種会場及び

個別医療医療機関で配付

31,769 31,769 R3.4～R4.3

重症化リスクの高い高齢者のワクチン接種を推進する

ため，タクシー利用券を配付することで円滑なワクチ

ン接種を推進することに寄与した。

・利用枚数　24,498枚

健康推進課

4
中小企業等新型コロナウイルス感染

予防対策助成事業

調布市商工会が実施する，市内中小企業等を対象と

した新型コロナウイルスの感染予防に係る備品購入

や工事の費用に対する助成事業を補助するもの

70,855 58,886 R3.6～R4.3

市内事業者の事業継続・経営安定化に加え，感染拡大

防止に寄与した。

・助成給付件数　369件

・助成金給付総額　70,855千円※市補助額

産業振興課

5 中小企業資金融資あっせん事業

新型コロナウイルスにより経営に影響を受ける市内

事業者を対象に，緊急措置として，既存の融資あっ

せん制度を拡充し，対象要件の緩和や申請口数の

増，当初３年間の利子補給及び信用保証料の全額補

助等を実施するもの

46,750 38,660 R3.4～R4.3

感染症拡大の影響を受ける市内中小企業事業者の事業

継続・経営安定化に寄与した。

・融資実行件数　205件

産業振興課

6 プレミアム付商品券事業（第２弾）

調布市商工会等と連携し，市内事業所で利用可能な

商品券（購入額に対し２０％のプレミアムを付加）

を発行することにより，新型コロナウイルス感染症

の影響を受けた，市民生活への支援と併せ，市内消

費喚起による事業者の支援及び地域経済の回復，活

性化へつなげるもの

1,155,493 42,392 R3.9～R4.3

利用可能店舗向けに実施したアンケートでは，8割を

超える店舗から本事業の実施について「良かった」と

回答があったほか，6割を超える店舗で売上げ向上に

効果があり，約9割の店舗において今後商品券事業が

実施された場合に，また「参加したい」と回答がある

など，市内店舗の売上げ向上及び市民の生活負担軽減

に寄与した。

・登録店舗数　1,232店　・発行総額　1,422,228千円

・換金額　1,417,907千円　・換金率　99.7％

産業振興課


